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が、短期の乗数は 0.6 ～ 0.8、長期の乗数は 1 前後と推定された。これらは VAR などによる
先行研究の結果を概ね裏付ける結果である。









が提案されている。Barro and Redlick (2011) は第二次世界大戦期のアメリカのデータを用いて、
防衛費の乗数が一時的には 0.4 から 0.5、２年間では 0.6 から 0.7 であったことを誘導型の回帰分
析で推定した。Ramey (2011) は戦争などのイベントを質的変数として VAR に導入し、政府支出
乗数を 0.6 から 1.2 と推定した。さらに、Owyang et al. (2013) はアメリカの 1890 年から 2010










市場での日本国債価格は約 76円で安定していたが、開戦翌日の 1904 年 2 月 9 日には一気に 67































(1993) や McGrattan and Ohanian (2010) など DSGE を用いて戦時データを復元する試みも行
われている。ただ、景気循環会計を用いたのは我々が初めてである。第三に、ウェッジの効果の計











である。Chari et al. (2007)は、このプロトタイプ・モデルのウェッジが様々な摩擦を持つ動学的
確率的一般均衡（DSGE）モデルと同じ配分を実現する等価命題を示した。言い換えると、多く


















t) + [1 + xt(s
t)]xt(s
t) = [1  lt(st)]wt(st)lt(st) + rt(st)kt(st) + Tt(st); (2)
および資本の推移式
(1 + n)kt+1(s
t) = (1  )kt(st 1) + xt(st); (3)
の制約の下で最大化する。ただし、ct は一人あたり消費支出、lt は一人あたり労働供給、Nt は人
口、xt は一人あたり投資支出、kt は一人あたり資本ストック、Tt は一人あたり政府移転、wt は賃
金率、rt は資本のレンタル率、lt は労働ウェッジ、xt は投資ウェッジである。 は主観的割引





t 1); (1 + A)tlt(st))  rt(st)kt(st 1)  wt(st)lt(st):
























 At+1(st+1)Fk;t+1(st+1) + (1  )[1 + x;t+1(st+1)]	 ;
ただし、gt は政府消費ウェッジである。
3
関数型を u(c; 1  l) = ln c+  ln(1  l)および F (Kt; (1 + A)tLt) = Kt ((1 + A)tLt)1  と






y^t = c^t + x^t + g^t (5)
c^t




















lt = 1  c^t















l = 1  c
(1  l)(1  )y=l ; (14)
x =
(y=k + 1  )  (1 + A)
1 + A   (1  ) ; (15)
g = y   c  x: (16)
となる。プロトタイプ経済の期間ごとの状態 stはウェッジによって表され（st = (At; lt; xt; gt)0）、
st は以下の 1 階のベクトル自己回帰過程（VAR(1)）に従うと仮定する。
st = Pst 1 + "t:















となる。ここから、軍事支出が定常状態にある、すなわち ~ge1904 = 0の場合のシミュレーション
を行うことで GNP の変化を見ることにする。このときの GNP を yt( ~ge1904 = 0)と表記すると、
1904 年の定常状態からの乖離としての政府支出乗数は、
FMS =
y1904   y1904( ~ge1904 = 0)
g1904   g1904( ~ge1904 = 0)
=
ySS exp(~y1904)  ySS exp(~y1904( ~ge1904 = 0))
gSS exp( ~ge1904)  gSS exp(~g1904( ~ge1904 = 0))
=
ySS [exp(~y1904)  exp(~y1904( ~ge1904 = 0))]





s=0[exp(~y1904+s)  exp(~y1904+s( ~ge1904 = 0))]
gSS
PT
s=0[exp( ~ge1904+s)  exp(~g1904( ~ge1904 = 0))]
を長期の政府支出乗数とする。
ここで、政府支出をゼロとするシミュレーションの方法を 2 つ考える。１番目の方法は、Chari
et al. (2007)と同様に、推定された４つのウェッジのうち政府消費ウェッジ ~gt を上記のように推
定し、その他のウェッジについてはそのまま用いる方法である。つまり、実際の推定されたウェッ
ジの系列 f ~At; ~lt; ~xt; ~gtgに対して、f ~At; ~lt; ~xt; (nx=g) ~nxtgをシミュレーションに用いる。この
方法では政府消費ウェッジの直接効果のみを検証することになるが、他のウェッジに影響を変化さ
せて内生変数に影響を与える間接効果は無視している。２番目の方法は、政府消費ウェッジ ~gt を
上記のように推定し、VAR に外挿して他のウェッジに変化を与える方法である。t = 1について
は ~gt を入れ替えたウェッジの系列 f ~A1; ~l1; ~x1; (nx=g) ~nx1gを用いるが、t > 2については VAR
から推定したウェッジ f ~A01; ~ 0l1; ~ 0x1; (nx=g) ~nx1gを用いる。ただし、~gt については VAR から得ら
れた値ではなく、(nx=g) ~nx1 を外挿してプライムのついたウェッジを得ている点に注意されたい。
したがって、政府消費ウェッジ以外のウェッジは最初に推定されたウェッジとは異なる。言い換え





効用関数は先行研究と同様に、u(c; l) = ln c+  ln(1  l)、生産関数は F (k; l) = kl1  と仮定
する。一人あたりの所得 y、消費 c、投資 x、資本 k は以下のデータセットから推計する。『長期
経済統計１』の GNP（1934 ～ 36 年価格）を Y、『長期経済統計１』の個人消費支出（1934 ～
36 年価格）を C、『長期経済統計１』の粗国内固定資本形成（1934 ～ 36 年価格）をX、Ohkawa
and Shinohara (1979)より粗資本（1934 ～ 36 年価格）を K とする。一人あたり労働供給 lt は
郡司・宮﨑（2015）のデータを用いる。労働データの制約から、データの期間は 1899 ～ 1920 年
となる。一人あたり系列 y; c; x; l は、Y;C;X;K を人口 N で割ることで得る。また、トレンドを







= lnAt + [ln(1 + A)](1  )t
を OLS 推定することでトレンド項の回帰係数 bを得て、A = exp(b=(1 ))  1とする。確率的
モデルでは定常状態からの乖離が必要となるので、さらに HP フィルター（年次なので  = 100）
を用いる。
パラメータは以下のように設定する。資本分配率 は、南・小野 (1978)より 1901 ～ 10 年の労
働分配率 1   の平均から算出し  = 0:344とする。主観的割引率  は、Hayashi and Prescott
(2008)と同様に  = 0:96とする。人口成長率 n は、1900 ～ 20 年の 10 歳上人口成長率の平均
n = 0:0108を用いる。資本減耗率  は、資本の遷移式から推定し  = 0:0135とする。労働技術


































している一方で、労働ウェッジ、政府消費ウェッジは 1904 年だけでなく 1905 ～ 06 年も比較的
大きな値となっている。しかし、投資ウェッジについてはそれら変動が見られない。
これらのウェッジが GNP の変動にどのような影響を及ぼしたのかをシミュレーションしたのが
図２である。破線は HP フィルターを用いてトレンドからの乖離をとった GNP であり、実線は






次に、政府支出乗数の推定結果は表２に示されている。1904 年の政府支出変化に対する 1 年限
りの（短期の）政府支出乗数は 1 行目である。政府消費ウェッジおよび前政府支出の変動がなかっ
た場合の乗数はそれぞれ 0.67 および 0.78 であり、通常の DSGE で全政府支出から乗数を求める
















図 3 は、CKM 法による GNP の変動である。1904 年の政府支出の変動により、1909 年ごろまで
GNP は実際の値から乖離するが、それ以降はほぼ同じになっている。一方、図 4 では GM 法に
よって GNP の変動を求めている。この方法では 1904 年のショックは VAR を通して各ウェッジ
に波及する。そのため、1905 ～ 06 年になると政府支出の効果は GNP を大きく押し上げている。
ショックの影響は長く続き、1913 年にようやく差が消えることになる。GM 法の方が GNP を大
きく変動させるのにもかかわらず、CKM 法よりも乗数が小さい理由は、前者では 1905 年以降も
政府消費ウェッジが VAR の効果からゼロにならず、政府支出乗数の分母が相対的に大きくなるか
らである。CKM 方ではショックは 1904 年のみであるため、長期の乗数でも分母は比較的小さい。
そこで、GM 法でどのように政府消費ウェッジの変動が各ウェッジに波及するのかを見てみよ
う。図５では、政府消費ウェッジが変動しなかった場合（実線）とした場合（破線）のウェッジを























データから労働供給を推定する。1900 年代には、農業と非農業の従事者は 6 対 4 の比率であった
ため、それら両方を考慮しなければならない。農業部門の労働者数 Eat および週あたり平均労働時
間 hat については、Hayashi and Prescott (2008)が新谷 (1981)のデータから推定しているので、
これを用いる。
一方、非農業従事者について、Hayashi and Prescott (2008)は時系列データを推計していない
ため、以下のように作成する。非農業従事者の労働者数 Ent は『長期経済統計２』より有業者数
（10 歳以上）を用いる。非農業従事者の平均労働時間 hnt は、我々が知る限り時系列データは『長
期経済統計 11 』より綿糸部門各企業の就業時間１日平均しか存在しない。この期間の推計は他に
3 つある。１つ目の尾高 (1990)は 1894 年の『愛知県職工調査』より６業種 100 工場の個票デー
タから、愛知県における工場労働者の平均労働時間は 1 日 11.9 時間と計測している。２つ目の
農商務省商工局（犬丸 (1998)）の 1901 年調査（『職工事情』）では 16 産業について表記があり、
その平均は１日 11.75 時間である。３つ目の労働運動史料刊行委員会 (1959)によれば、1908 ～
1918 年について平均労働時間は 11 時間となっている。時系列データである綿糸部門各企業の就
業時間は２交代制のため１日平均の 1/2 を近似データとして扱う。期間平均は 10.82 時間であり、













と定義する。ただし、Nt は『長期経済統計２』より人口全体から 1 ～ 9 歳人口を引いたものとす
る。hat を 16  6 で除している理由は、1 日のうち 8 時間を睡眠等の生活必需時間とした残りの
16 時間と、週あたり 6 日を労働日として計算されているためである。hnt については、労働日につ




変数 zt の定常状態 z 周りでの値を ~zt = log zt   log z ' dzt=z と表すと、











0 = ~yt   ~ct   l













(1 + A)(1 + n)~kt+1 = (1  )~kt + [(1 + A)(1 + n)  (1  )]~xt; (21)








~At ~lt ~xt ~gt
0
と定義し、連立方程式を
0 = Axt +Bxt 1 + Cyt +Dzt
0 = Et[Fxt+1 +Gxt +Hxt 1 + Jyt+1 +Kyt + Lzt+1 +Mzt]




0 0 0 (1 + A)(1 + n)
0
; B =
  0 0  (1  )0 ;
C =
2664
1 0 0  (1  )
1   cy  xy 0
1  1 0  (1 + lm1 lm )




 1 0 0 0
0 0 0   gy
0   l1 l 0 0
0 0 0 0
3775 ;
F = 0; G =  (1  ); H = 0; J = 1    1 0 0 ;K = 0 1 0 0 ;
L =









11 12 13 14
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xt = Pxt 1 +Qzt (22)
yt = Rxt 1 + Szt (23)
が得られる。ただし、P、Q、R、S は
0 = (F   JC 1A)P 2   (JC 1B  G+KC 1A)P  KC 1B +H;
R =  C 1(AP +B); 
N 0 
 (F   JC 1A) + Ik 





(JC 1D   L)N +KC 1D  M ;
S =  C 1(AQ+D):
を満たす値である。この条件にデータを代入することで、
P = 0:9064; Q =







3775 ; S =
2664
0:6667  0:1539 0:3404 0:0934
1:5456 0:1314  0:5572  0:1530
 3:9886  1:8156 5:5108 1:1053




は 3 本となる。そこで、消費 ~ct の式をこのシステムから除いて、y0t = [~yt; ~xt; ~lt]
0, S = [S1; S2],
z0t = [ ~At; ~lt; ~xt]
0 と定義し、
y0t = R






t  R0~kt   S2~gt) (24)
が得られる。この式から残りのウェッジを推定する。先ず、~k1 = 0として (26)から z01 を得る。次





~yt = 0:2377~kt + 0:6667 ~At   0:1539~lt + 0:3404~xt + 0:0934~gt;
となる。At, ~lt, ~gt は線形化する前の式から求めて、HP フィルターで線形化し、代入する。~yt も
同様にデータに HP フィルターをかけて代入すると、
~xt = 0:3404
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表 1 Parameters of the VAR(1) Process
Coecient matrix P on lagged states266664
0:7558  0:0965 0:0497 0:0112
 0:0158 0:8799  0:0614 0:0862
 0:0705  0:0713 0:7621 0:0579
0:0031  0:0078 0:0222 0:8127
377775
Coeicient matrix Q, where V = QQ0266664
0:0262 0 0 0
 0:0368 0:0919 0 0
0:0021 0:0477 0:0406 0
0:0593  0:0120  0:0077 0:0792
377775
表 2 Fiscal multiplier
期間, 手法 政府消費ウェッジ 全政府支出 軍事支出（広義） 軍事支出（狭義）
1904 0.6705 0.7595 0.7226 0.5470
1904{20, CKM 0.5115 1.3363 1.2694 0.9531
1904{20, GM 0.9029 0.9749 0.9456 0.7950
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Y vs Y w/o A






Y vs Y w/o =
l






Y vs Y w/o =
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Y vs Y w/o g
図 2 各ウェッジの変動なし GNP
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図 3 1904 年の政府支出の変動なし GNP（CKM 法）















図 4 1904 年の政府支出の変動なし GNP（GM 法）
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A vs A w/o g
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g vs g w/o g
図 5 1904 年の政府消費ウェッジの変動なしウェッジ







A vs A w/o ge
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g vs g w/o ge
図 6 1904 年の全政府支出の変動なしウェッジ
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A vs A w/o gr
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g vs g w/o gr
図 7 1904 年の軍事支出（広義）の変動なしウェッジ







A vs A w/o gm
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g vs g w/o gm
図 8 1904 年の軍事支出（狭義）の変動なしウェッジ
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